
（平成２３年３月２４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 32 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 31 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 35 件

国民年金関係 13 件

厚生年金関係 22 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 2818 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月から同年 12月まで 

    私たち夫婦は、将来のことを考え、昭和 47年 10月頃に夫が夫婦二人の国

民年金加入手続を行った。国民年金保険料は、私が送付されてきた納付書に

より夫の分と一緒に納付してきた。申立期間について、一緒に納付していた

夫は納付済みとされているにもかかわらず、私だけが未納とされていること

は納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人が一緒に国民年金保険料を納付していたと

する夫は、申立人の主張どおり、申立期間は納付済みとされているほか、申立

人及びその夫の国民年金加入期間のうち、昭和 50年４月からそれぞれ 60歳到

達の前月（申立人は平成 21 年＊月、夫は 18 年＊月）までの期間は、昭和 56

年４月から 57年 12月までの期間及び申立人の申立期間を除き、全て納付済み

とされている上、申立期間は９か月と短期間である。 

また、オンライン記録で保険料の納付日が確認できる昭和 58 年１月から平

成元年３月までの期間の申立人及びその夫の納付状況を見ると、申立期間及び

昭和 60 年１月から同年３月までの期間を除き、申立人が主張するとおり、申

立人及びその夫の納付日は同一日とされている上、夫の 58年１月から 62年５

月までの保険料は６回にわたって過年度納付されており、同様に夫の保険料を

納付していたとする申立人も申立期間を除くこれら期間の保険料は全て過年

度納付され、その納付日も前述のとおり、申立期間直後の 60 年１月から同年

３月までの期間を除き、全て同一日とされている。このことから、申立人は、

夫の分も含めて未納期間が生じないように努めていたことがうかがわれ、夫の

分も含めて保険料を納付していたとする申立人が自身の申立期間の保険料の



み納付しなかったとは考え難く、申立期間前後の期間の申立人及びその夫の保

険料納付状況から、申立人は、申立期間の保険料を過年度納付したと考えても

不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5473 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立期間①のうち、平成 14年１月１日から同年 10月１日までの期間につ

いて、事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人

が主張する標準報酬月額であったと認められることから、当該期間の標準報

酬月額に係る記録を 16万円に訂正することが必要である。 

２ 申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間①のうち、平成 14 年

10月から同年 12月までは 16万円、15年１月から 18年 12月までは 20万円、

19年１月から 20年７月までは 24万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行していないと認められる。 

３ 申立人は、申立期間②から⑦までについて、その主張する標準賞与額に基

づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れることから、当該期間の標準賞与額を、申立期間②、③及び④は 20万円、

申立期間⑤は 19万 5,000円、申立期間⑥は 20万円、申立期間⑦は 19万 5,000

円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

  氏    名  ： 男 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 11年２月から 20年７月まで 

  ② 平成 15年６月 30日 

  ③ 平成 15年 11月 28日 

  ④ 平成 16年６月 28日 

  ⑤ 平成 16年 11月 29日 

  ⑥ 平成 17年６月 29日 

  ⑦ 平成 17年 11月 29日 

 年金記録を確認したところ、平成 11 年２月から、私の標準報酬月額が引

き下げられている。給与明細書は、15年１月分からしか保管していないが、

20 年７月までの期間については、標準報酬月額が、給与明細書の保険料控



                      

  

除額に見合う標準報酬月額より低額になっている。 

また、給与明細書を保管していない期間についても、給料の変動が無く、

減額された覚えが無いにもかかわらず、標準報酬月額が下がっており納得で

きない。 

さらに、申立期間②から⑦までについて、賞与の記録が無いので、訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、平成 14 年１月から同年９月までの期間については、

オンライン記録によると、申立人の同年１月から同年５月までの期間に係る

標準報酬月額は、当初、16 万円と記録されていたところ、同年６月７日付

けで、同年１月１日に遡って９万 8,000円に引き下げられ、その後同年９月

まで同額で継続していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、同僚８人についても、申立人と同様に平

成 14 年６月７日付けで、同年１月１日に遡って標準報酬月額を引き下げる

旨の処理が行われていることが確認できる。 

しかし、申立人は、「当時、給与額や保険料控除額に変更は無かったと思

う。」としている上、当該複数の同僚からも、当該期間当時の給与額が減額

後の標準報酬月額に見合う額まで減額されたことをうかがわせる証言は得

られなかった。 

また、滞納処分票により、平成 14 年当時、Ａ社において厚生年金保険料

の滞納があったことが確認できる上、同社の現在の事業主は、「当時、社会

保険関係の事務は妻が担当していた。保険料負担を減らすために、標準報酬

月額を引き下げることを社会保険事務所からアドバイスされた、と妻から聞

いたことがある。」と証言している。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成 14 年６月７日付けで行われた

遡及訂正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について、同年１月

１日に遡って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認

められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立期間①のうち、同年１月から同年９月までの期間に係る標準報

酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出た 16 万円に訂正

することが必要である。 

２ 申立期間①のうち、平成 15年１月から 20年７月までの期間については、

申立人から提出された給与明細書により、申立人は、当該期間において、オ

ンライン記録の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料よりも高額の保険料

が控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び



                      

  

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることか

ら、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、当該期間の標準報酬月額については、給与明細書により確認

できる保険料控除額又は総支給額から、平成 15年１月から 18 年 12月まで

は 20万円、19年１月から 20年 7月までは 24万円とすることが妥当である。 

また、申立期間①のうち、平成 14年 10月から同年 12月までの期間につ

いては、申立人は、給与明細書等の給与支給額及び保険料控除額を確認でき

る資料を所持していないものの、上記のとおり、当該期間の直前（同年９月）

の標準報酬月額は 16 万円に訂正すべきと認められ、一方、当該期間の直後

（15 年１月）は、申立人から提出された給与明細書により、20 万円の標準

報酬月額に見合う厚生年金保険料が控除されていることが確認できること

から、申立人は、当該期間において、少なくとも直前の 14 年９月と同額の

標準報酬月額（16 万円）に基づく厚生年金保険料が給与から控除されてい

たものと推認できる。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は当時の資料が無く不明としているが、申立人か

ら提出された給与明細書により確認及び推認できる保険料控除額又は総支

給額に見合う標準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬月額が長期間にわ

たり一致していないことから、事業主は、給与明細書により確認及び推認で

きる保険料控除額又は総支給額に見合う標準報酬月額を届け出ず、その結果、

社会保険事務所は、当該標準報酬月額に見合う保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料（訂正前の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

３ 一方、申立期間①のうち、平成 11年２月から 13年 12月までの期間につ

いては、申立人は、給与明細書等の給与支給額及び保険料控除額を確認でき

る資料を所持していないところ、Ａ社は、「申立期間当時の資料が無いため、

当時のことは分からない。」と回答していることから、当該期間における申

立人の給与支給額及び保険料控除額を確認できない。 

また、Ａ社の複数の同僚は、「当時の厚生年金保険の取扱いは、よく分か

らない。」と証言している上、いずれの同僚からも当該期間に係る給与明細

書の提出がないことから、当該期間における同社の厚生年金保険の取扱いに

ついて確認できない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

４ 申立期間②から⑦までについて、申立人から提出された賞与明細書により、

申立人は、その主張する標準賞与額（申立期間②、③及び④は 20 万円、申

立期間⑤は 19万 5,000円、申立期間⑥は 20万円、申立期間⑦は 19万 5,000

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は当時の資料が無く不明としているが、申立人と

同様に同僚２人についても、当該期間に係る賞与明細書により、当該期間に

おける賞与支給及び厚生年金保険料の控除の事実が確認できるにもかかわ

らず、オンライン記録において賞与支払に係る届出の記録が確認できず、社

会保険事務所が申立人を含む当該３人について、いずれも記録の処理を誤っ

たとは考え難いことから、事業主が、社会保険事務所に対し当該期間の賞与

支払に係る届出を行っておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人の当

該期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案5474 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日

に係る記録を昭和28年１月31日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を7,000円

とすることが必要である。 

また、申立人は、申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社Ｃ支店における資格

取得日に係る記録を昭和 31年７月 31日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を

１万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和28年１月31日から同年２月１日まで  

② 昭和31年７月31日から同年８月１日まで  

私は、昭和25年４月１日にＡ社Ｄ支店に入社し、その後、同社Ｂ支店及び

同社Ｃ支店に継続して勤務した。この間、一日の空白も無いはずなので、厚

生年金保険の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社から提出された従業員台帳、人事記録及び雇用保

険の記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｄ支店から同

社Ｂ支店に異動。）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

 なお、当該従業員台帳及び人事記録によると、申立人のＡ社Ｄ支店から同社

Ｂ支店への異動日は、昭和28年１月21日とされており、申立期間①において既

に同社同支店に勤務していたと認められることから、当該期間については、同

社同支店における資格取得日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、Ａ社Ｂ支店に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の昭和28年２月の記録から、7,000円とすることが妥



                      

  

当である。 

申立期間②について、Ａ社から提出された従業員台帳、人事記録及び雇用保

険の記録から判断すると、申立人が同社に継続して勤務し（同社Ｂ支店から同

社Ｃ支店に異動。）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

なお、当該従業員台帳及び人事記録では、申立人のＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支

店への異動日は確認できないものの、申立人が、同社Ｂ支店が閉鎖された時に

同僚と一緒に同社Ｃ支店に異動したと主張しているところ、適用事業所台帳に

よると、同社Ｂ支店は昭和31年７月31日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっていることが確認できることなどから、当該期間については、同社Ｃ支店

における資格取得日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿の昭和31年８月の記録から、１万6,000円とすること

が妥当である。  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ社

は申立期間①及び②当時の資料が無く不明としており、ほかに確認できる関連

資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5475 

   

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日は、昭和 22年 11月１日であると認

められることから、申立期間の厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、１万円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年 10月 31日から同年 11月１日まで 

    私は、昭和 20 年７月１日にＡ社に入社し、59 年９月 30 日に退職するま

で、継続して勤務しており、55 年 12 月１日に 35 年永年勤続表彰状を同社

からもらっている。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が保管している人事記録により、申立人は、申立期間を含む昭和20年７

月１日から59年９月30日までの期間において転勤等の異動はあったものの、同

社に継続して勤務している上、申立期間当時の22年11月１日に同社Ｂ支店から

同社Ｃ支店に異動していることが認められる。 

また、申立人は、オンライン記録では、申立期間に係るＡ社の被保険者記録

が無いが、健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期間を含む昭和21

年９月15日から28年５月１日までの期間において同社の被保険者記録が継続

していることが確認できる。 

さらに、当該被保険者名簿の申立人の記録の前後に記載されている同僚（10

人）の記録についても、オンライン記録と当該被保険者名簿の記録が不整合で

あり、いずれも申立人と同様に申立期間の被保険者記録は無いが、このうち、

申立人が「私と同一時期にＡ社Ｂ支店から同社Ｃ支店に異動した。」と主張し

ている者１人を含む同僚２人は、オンライン記録において申立期間の被保険者

記録が継続していることが確認できるなど、社会保険事務所（当時）のＡ社に

係る年金記録の管理が不適切であったことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｂ支店における資格喪失日は、



                      

  

昭和22年11月１日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険法及び船員保険法

の一部を改正する法律（昭和44年法律第78号）附則第３条の規定に準じ、１万

円とすることが妥当である。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5476 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平成 21 年２

月１日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

なお、申立期間について、申立人は、厚生年金保険被保険者資格取得時に決

定された標準報酬月額（20 万円）に相当する報酬月額が事業主により支払わ

れていたと認められることから、申立期間に係る標準報酬月額を 20 万円に訂

正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等  

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 21年１月 29日から同年２月１日まで 

厚生年金保険の被保険者記録を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の被保険者記録が無い旨の回答をもら

った。同社には、平成 21年１月 31日まで勤務したので、申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 21年１月 29日から同年２月１日までの期間に係る年金記録

の確認を求めているが、あっせんの根拠となる法律の適用については、厚生年

金保険の保険料徴収権が時効により消滅した期間のうち、申立日において保険

料徴収権が時効により消滅していた期間については、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律を、その他の期間については、厚生年

金保険法を適用する、という厚生労働省の見解が示されたことを踏まえて、当

委員会では、上記各期間において、その期間に適用される法律に基づき記録訂

正が認められるかを判断することとしている。 

申立期間については、本件申立日において保険料徴収権が時効により消滅し

ていない期間であるから、厚生年金保険法を適用する。 

申立期間については、申立人から提出された給与支払明細書、雇用保険の記

録及びＡ社の破産手続を担当した法律事務所から提出された賃金台帳により、

申立人は、平成 21年１月 31日まで同社に継続して勤務し、同社における厚生



                      

  

年金保険被保険者資格取得時（20年８月１日）に決定された標準報酬月額（20

万円）に相当する報酬月額が事業主により支払われていたことが確認できる。 

したがって、申立人のＡ社における資格喪失日は、平成 21 年２月１日であ

ると認められ、申立期間の標準報酬月額を 20 万円に訂正することが必要であ

る。 



                      

  

愛知厚生年金 事案5477 

 

第１ 委員会の結論 

事業主は、申立人が主張する昭和 43年７月 16日に厚生年金保険被保険者資

格を喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められるこ

とから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正

することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、３万 3,000円とすることが妥当

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和43年６月17日から同年７月16日まで 

私は高校卒業後、昭和42年３月にＡ社に入社し、同社及び関連会社に48

年３月まで勤務した。関連会社のＢ社からＣ社に転勤した時の被保険者期間

が一部欠けているのは、納得できない。申立期間について、厚生年金保険の

被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された退職連絡簿、厚生年金基金加入員台帳及び雇用保険の記

録により、申立人は、申立期間においてＢ社に継続して勤務し、昭和43年７月

16日に同社からＣ社に異動したことが認められる。 

また、厚生年金基金加入員台帳の記録によると、申立人のＢ社における資格

喪失日は昭和43年７月16日、Ｃ社における資格取得日が同日とされていること

が確認できる。 

さらに、Ｂ社は、申立期間当時、社会保険事務所及び当該厚生年金基金への

届出は、複写式の届出用紙を使用していた旨回答している。 

 これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和43年７月16日に厚生

年金保険被保険者資格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが

認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る厚生年金基金加入

員台帳の昭和43年６月の記録から、３万3,000円とすることが妥当である。 



                      

  

愛知厚生年金 事案5478～5488（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ：  

    基礎年金番号 ： （別添一覧表参照） 

    生 年 月 日 ：  

    住 所 ：  

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成19年12月17日 

申立期間に係る標準賞与額を適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間において＜標準

賞与額＞（別添一覧表参照）の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、申立期間に係る被保険者賞与支払届により、事業主がオンライン記録どお

りの標準報酬月額で当該届出を行っていることが確認できることから、社会保

険事務所（当時）は、申立期間に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料（訂正前の標準賞

与額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

 

（注）同一事業主に係る同種の案件 11件（別添一覧表参照） 



1/1

5478 男 昭和27年生 28万 円

5479 男 昭和30年生 27万 円

5480 男 昭和38年生 25万 円

5481 女 昭和29年生 20万 円

5482 男 昭和30年生 22万 円

5483 男 昭和50年生 40万 円

5484 男 昭和27年生 38万 円

5485 男 昭和53年生 28万 円

5486 男 昭和38年生 23万 円

5487 男 昭和53年生 20万 円

5488 男 昭和47年生 20万 円

申立期間（納付記録の訂正が必要な
期間）及び標準賞与額

平成19年12月17日

標準賞与額

生年月日事案番号 基礎年金番号氏名 性別 住所



                      

  

愛知厚生年金 事案 5489 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日は、昭和 49

年５月７日であると認められることから、当該期間に係る厚生年金保険被保険

者資格の取得日に係る記録を訂正することが必要である。 

申立期間②について、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められることから、Ａ社Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 51年 11月８日に訂正し、当該期間の標準報酬月

額を 10万 4,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 49年５月７日から同年５月８日まで 

② 昭和 51年 11月８日から同年 12月１日まで 

昭和 49年３月 30日から平成 15年３月 31日まで、Ａ社に継続して勤務し

ていた。同社の在籍証明書を提出するので、記録を訂正し、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出されたＡ社発行の在籍証明書及び雇用

保険の記録により、申立人は、当該期間において同社に継続して勤務していた

ことが認められる。 

また、Ａ社から提出された人事記録により、申立人は、昭和 49 年５月７日

に同社Ｄ支店から同社Ｂ支店に異動したことが認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社Ｂ支店における厚生年金保険の

資格取得日は、昭和 49年５月７日であると認められる。 

申立期間②について、Ａ社の在籍証明書、人事記録及び雇用保険の記録によ

り、申立人は、同社に継続して勤務し（昭和 51年 11月８日に同社Ｂ支店から

同社Ｃ支店に異動。）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から



                      

  

控除されていたことが認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、健康保険厚生年金保険被保険者

名簿の昭和 51年 12月の記録から、10万 4,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、当時の資料が無く不明としており、ほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得な

い。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。



                      

  

愛知厚生年金 事案 5490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、平成４年 10 月１日から５年２月１日までの

期間、同年３月１日から同年６月１日までの期間、同年７月１日から同年８月

１日までの期間及び同年９月１日から同年 10 月１日までの期間について、そ

の主張する標準報酬月額（19 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、当該期間の標準報酬月額

に係る記録を 19万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主が当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

  氏    名  ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 36年生 

  住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年 10月から５年９月まで 

  ② 平成８年 12月 24日から９年１月１日まで 

申立期間①について、私が保管するＡ社の給与明細票の厚生年金保険料の

控除額に見合う額と標準報酬月額が異なるので、記録を訂正してほしい。 

申立期間②ついて、Ａ社には平成８年 12 月末まで在籍し、給与から保険

料が控除されているので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①のうち、平成４年 10 月から５年１月までの期間、同年３月から

同年５月までの期間、同年７月及び同年９月については、申立人から提出され

た給与明細票により、申立人は、その主張する標準報酬月額（19 万円）に基

づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、

元事業主は「当時の社会保険の取扱いは不明。」と回答しており、ほかに確認

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得



                      

  

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行った

か否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。 

一方、申立期間①のうち、平成５年２月、同年６月及び同年８月については、

申立人から提出された給与明細票により、申立人は、その主張する標準報酬月

額（19 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、当該給与

明細票の給与支給額に見合う標準報酬月額が、オンライン記録の標準報酬月額

を超えないことが確認できることから、申立人の当該期間における標準報酬月

額に係る記録を訂正する必要は認められない。 

申立期間②については、申立人から提出されたＡ社の平成８年 12 月分の給

与明細票により、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

しかし、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における離職日は、平成８

年 12月 23日とされており、当該離職日の翌日は、オンライン記録の被保険者

資格喪失日（同年 12月 24日）と一致していることが確認できる。 

また、Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、当時

の事務担当者は、「平成８年のうちに従業員全員の退職手続を行った。同年 12

月 25日に最後の給料、退職金などを支払った。」と証言している。 

さらに、厚生年金保険法では、第 19条において、「被保険者期間を計算する

場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月から、その資格を

喪失した月の前月までをこれに算入する。」と定められており、同法第 14条に

おいて、「資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日」と

定められている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、平成８年 12 月の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められるものの、申立期間②においてＡ社に使用されていた者で

あったとは言えないことから、当該期間について、厚生年金保険の被保険者で

あったと認めることはできない。



                      

  

愛知厚生年金 事案 5491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を昭和 57年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円とするこ

とが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年６月 21日から同年７月１日まで 

厚生年金保険被保険者記録では、Ａ社Ｂ支店に勤務した期間のうち、申立

期間が空白期間となっている。同社同支店から親会社であるＣ社Ｄ支店に転

勤したが、継続して勤務していたことは間違いない。給与明細書を提出する

ので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細書及びＣ社から提出された申立人の業務履

歴書により、申立人は、Ａ社及び関連会社のＣ社に継続して勤務し（昭和 57

年７月１日にＡ社からＣ社に異動。）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書において確認できる

保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「当時の資料が無く、届出及び保険料の納付については不明。」と回答し

ているが、厚生年金保険の記録におけるＡ社の資格喪失日は、雇用保険の記録

における離職日の翌日と同じ昭和 57年６月 21日であり、公共職業安定所及び

社会保険事務所（当時）の双方が記録の処理を誤ったとは考え難いことから、

事業主が同日を厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入の告知を行っておらず、

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険

料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



                      

  

愛知厚生年金 事案 5492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①、②及び③に係る標準賞与額については、厚生年金保険

法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記

録されているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人

の標準賞与額に係る記録を、申立期間①は 69 万 1,000 円、申立期間②は 68

万 9,000円、申立期間③は 67万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 25日 

② 平成 18年６月 25日 

③ 平成 18年 12月 25日 

申立期間①、②及び③に支給された賞与から厚生年金保険料を控除されて

いたので、当該期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書の写しにより、申立人は、申立期間①、②

及び③の賞与から厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認め

られる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書の写しにおいて確

認できる賞与額から、申立期間①は 69万 1,000円、申立期間②は 68万 9,000



                      

  

円とし、賞与明細書の写しにおいて確認できる保険料控除額から、申立期間③

は 67万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間

当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事

務所(当時)は、申立人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



                      

  

愛知厚生年金 事案5493 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間①に係る標準賞与額については、3,000円とする必要があ

る。 

なお、事業主が申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、申立人の申立期間②に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録さ

れているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金

保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の当

該期間の標準賞与額を、17万 5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年４月 30日 

             ② 平成 15年７月 31日 

             ③ 平成 15年 12月５日 

Ａ社から送付された資料のとおり、申立期間①、②及び③において厚生年

金保険料を控除されていたと記憶しているので、当該期間について適正な記

録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人から提出された「標準賞与額と保険料明細」、

及びＡ社から提出された賞与管理データにより、申立人は、当該期間の賞与か

ら厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の

賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間①の標準賞与額については、賞与管理データにおいて



                      

  

確認できる保険料控除額から、3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、「平成 15年４月 30日に支給した賞与として賞与支払届を社会

保険事務所（当時）に提出していないが、平成 14年度中の支給として届出し、

特別保険料として納付した。」としているが、賞与に係る保険料徴収は平成 15

年４月から総報酬制に移行しており、平成 14 年度中に特別保険料として納付

することはできず、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。  

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの賞与額に係る届出を社会保険事務所に行ったか否かについ

ては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認

められない。 

申立期間②について、申立人から提出された「標準賞与額と保険料明細」、

並びにＡ社から提出された賞与管理データ、賞与振込依頼表及び賞与額逆算出

シートにより、申立人は、その主張する標準賞与額（17万5,000円）に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が当該期間

における事務手続を失念していたとして届出を行っていることから、社会保険

事務所は、申立人に係る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められ

る。 

一方、申立期間③について、申立人から提出された「標準賞与額と保険料明

細」により、申立人は、当該期間の賞与から厚生年金保険料を事業主により控

除されていたことがうかがえる。 

しかし、雇用保険の記録によると、申立人は、平成 15年 12月 15 日にＡ社

を離職していることが確認できるところ、オンライン記録によると、当該離職

日の翌日は、厚生年金保険の被保険者資格喪失日と一致しており、同年 12 月

は、申立人の同社における厚生年金保険の被保険者期間とされていないことが

確認できる。 

また、厚生年金保険法では、第 19 条において「被保険者期間を計算する場

合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失

した月の前月までをこれに算入する。」とされており、さらに、第 81条第２項

において、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各月につき、徴収す

るものとする。」とされている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、平

成 15年 12月は、申立人がＡ社において厚生年金保険の被保険者とはならない

月であり、当該月に支給された賞与については、保険料の徴収の対象とはなら

ないことから、申立人の申立期間③における厚生年金保険の標準賞与額に係る

記録の訂正を認めることはできない。



                      

  

愛知厚生年金 事案 5494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、25万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（25

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（30

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、30万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（30

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5497 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、20万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（20

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5498 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（15

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、18万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（18

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、15万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（15

万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが

認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 



                      

  

愛知厚生年金 事案 5501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額と記録されている

が、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保

険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の

標準賞与額に係る記録を、２万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 19年８月 31日 

申立期間において、Ａ社から賞与を支給されているが、当該賞与に係る年

金記録が無い。賞与から厚生年金保険料が控除されていたので、当該賞与に

ついて、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された平成19年８月分の賞与支給明細書の写し及び賃金台帳

の写しにより、申立人は、申立期間において、その主張する標準賞与額（２万

円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認

められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は申立てどおりの届出は行っておらず、保険料も納付していないとしている

ことから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞与額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



                      

  

愛知厚生年金 事案 5503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社本店における資格喪

失日に係る記録を昭和24年４月１日、資格取得日に係る記録を同年８月１日に

訂正し、当該期間の標準報酬月額については、23年７月は600円、同年８月か

ら24年３月までは3,900円、同年８月から25年４月までは5,000円とすることが

必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付する

義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和23年７月１日から24年４月１日まで 

      ② 昭和24年８月１日から25年５月１日まで 

    私は、昭和23年にＡ社に入社し、26年１月まで途中退職することなく勤務

した。申立期間①及び②についても給与から厚生年金保険料が控除されてい

たと思うので、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社から提出された辞令原簿及び同僚の証言から判断

して、申立人が同社に継続して勤務し（同社本店から同社Ｂ支店に異動。）、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められる。 

なお、当該辞令原簿によると、申立人は、昭和23年６月19日付けでＡ社Ｂ支

店勤務（辞令上は、本店勤務Ｂ支店出張員）を命じられたことが確認できると

ころ、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、同社Ｂ支店は24年４月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、当該期間は適用事業所であった

ことが確認できない。 

しかし、申立人と同様にＡ社Ｂ支店が適用事業所となった昭和24年４月１日

に同社同支店における被保険者資格を取得した者の中に、当該期間において同



                      

  

社本店の被保険者であった者が複数みられる上、申立人と同様にＢ支店出張員

であった同僚は、「Ｂ支店出張員は本店の所属であったので、給与計算につい

ては本店が行っていた。」と証言していることから判断して、当時、同社Ｂ支

店が適用事業所となるまでの期間については、同社本店の被保険者とする取扱

いが行われていたものと考えられることから、当該期間については、同社本店

の資格喪失日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和23年６月の記録及び申立人と同学年

同時期入社の同僚の記録から、同年７月は600円、同年８月から24年３月まで

は3,900円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①に係る保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び

周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

申立期間②について、申立人が記憶する複数の同僚は、「申立人は、Ａ社本

店のＢ支店出張員であった。Ｂ支店勤務後は本店に異動になった。」と証言し

ており、当該証言の内容は、申立人の主張と一致していることから判断して、

申立人がＡ社に継続して勤務し（同社Ｂ支店から同社本店に異動。）、当該期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れる。 

なお、異動日については、これを確認できる資料は無いが、Ａ社から提出さ

れた辞令原簿によると、申立人の同社Ｂ支店への異動日は昭和23年６月19日で

あるところ、申立人は、「Ｂ支店には、約１年間勤務した後、本店に異動にな

った。」としていることから、申立期間②については、申立人の同社本店にお

ける資格取得日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社本店における健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和25年５月の記録から、5,000円とする

ことが妥当である。 

なお、申立期間②に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としており、ほかに確認できる関連資料及び周辺事情は

無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行っ

たか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、

行ったとは認められない。



                      

  

愛知厚生年金 事案5504 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②に係る脱退手当金を受給していないものと認め

られることから、当該期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年１月 26日から 40年８月 20日まで  

             ② 昭和 40年９月 10日から 41年４月５日まで 

私は、申立期間①及び②について、脱退手当金を支給されたことになって

いるが、脱退手当金をもらった覚えは無い。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた申立期間の最終事業所での厚生年金保険加入期間は

脱退手当金の支給要件である24か月に満たない７か月であるとともに健康保

険厚生年金保険被保険者原票で管理されている女性28人のうち、脱退手当金

の支給記録がある者は２人と少ないことを踏まえると、事業主が申立人の委

任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間①の前に勤務した

２社における被保険者期間についてはその基礎とされておらず、未請求とな

っているところ、申立期間①の前に勤務した２社のうち、最初に勤務したＡ

社は、申立人がそれまで住んでいたＢ県の高校を中退して遠く離れたＣ県で

就職活動を行った結果勤務した会社であり、また、その後に勤務したＤ社は、

勤務した期間は３か月間と短かったものの、それまで住んだことのないＥ県

で勤めた会社であることから、申立人は当時のことを明確に記憶しており、

当該２社における勤務期間を失念するとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



愛知国民年金 事案 2819 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59年 12月から 62年 11月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年 12月から 62年 11月まで 

    申立期間当時は現場作業の仕事を行っていたため、母親が心配して、私の

国民年金と生命保険を掛けていると話をしてくれた。母親が亡くなった後は、

父親がやってくれていたと思う。国民年金の加入手続や保険料納付について

の詳細は不明だが、きちんと納付してくれていたと思うので、申立期間につ

いて、納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び保険料納付に直接関与して

おらず、これらを行ったとする母親は申立期間中の昭和 61 年＊月に死亡して

いる上、その後の保険料納付を行っていたとする父親も病気のため聴取するこ

とはできないことから、加入手続及び保険料納付状況について確認することは

できない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録による

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成４年５月１日にＡ市で払い出され、

資格取得日は申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した同年１月１日と

されており、これ以前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡は見当たらないことから、この頃に初めて申立人の加入手続が行われ

たものとみられる。このことは、申立人が所持する年金手帳の記載内容とも符

合する。このため、この資格取得日を基準とすると、申立期間は国民年金に未

加入となり、母親及び父親は申立期間の保険料を納付することはできなかった

ものとみられる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人の国民年金加入手続及び保険料納

付を行っていたとする母親は、申立期間のうち母親が死亡するまでの期間の保



険料は未納とされていることから、母親が申立人の保険料を納付していたとは

考え難い。 

加えて、オンライン記録によると、母親の死亡後に申立人の保険料納付を行

っていたとする父親は、申立期間のうち昭和 60 年１月から同年３月までの期

間及び同年 10月から 61年３月までの期間は過年度納付し、同年４月からは現

年度納付しており、大半は納付済みとされていることが確認できるものの、父

親は申立期間以前から国民年金に加入しており、上記のとおり、国民年金に未

加入であった申立人とは状況が異なることから、父親が母親の死亡後に申立人

の保険料を納付していたとも考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 2820 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 47年 10月から 52年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年 10月から 52年３月まで 

    私が 20 歳の時に両親が私の国民年金加入手続を行い、国民年金保険料も

納付してくれていた。領収書は残っていないが、申立期間について、国民年

金保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、これらを行ったとする両親は既に死亡しているため、申立期間

に係る加入手続及び保険料納付の状況の詳細は不明である。 

また、申立人は、自身が 20 歳の時に両親が国民年金加入手続を行い、保険

料も納付してくれていたとしているが、申立人の国民年金加入手続は、申立人

の国民年金手帳記号番号及びその前後の番号の被保険者のオンライン記録に

おける加入状況から昭和 54年６月頃に行われ、この加入手続の際に、51年４

月まで遡って被保険者資格を取得する処理が行われたものとみられる。これら

のことから、申立人は、申立期間のうち、47 年 10 月から 51 年３月までは、

国民年金に未加入となり、両親が保険料を納付することはできなかったものと

考えられる。 

さらに、申立期間のうち、昭和 51年４月から 52年３月までについては、上

記のとおり、被保険者資格は取得しているものの、保険料については、加入手

続時期において既に時効が成立していたことから、両親が保険料を納付するこ

とはできなかったものと考えられ、このことは、時効成立前であり、遡って保

険料を納付することが可能であった申立期間直後に当たる同年４月から 54 年

３月までの保険料が同年６月に納付されていることとも符合する。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見



当たらない上、両親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 2821 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50年２月から 51年 11 月までの期間及び平成３年４月の国民

年金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 50年２月から 51年 11月まで 

             ② 平成３年４月 

    昭和 50 年１月に会社を退職した後、Ａ市Ｂ区役所で国民年金の加入手続

を行い、同年２月から 51年 11月までの国民年金保険料を納めていたはずで

ある。また、平成３年４月の保険料については、社会保険事務所（当時）か

ら送られてきた納付書により銀行で納付した。保険料を納付したことが分か

るものは何も無いが、申立期間について、保険料の納付があったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、最初の会社を退職した後、当時居住してい

たＡ市Ｂ区役所において国民年金の加入手続を行い、保険料を納めていたと主

張しているが、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の手帳記号番号

は、２度目の会社を退職した後の昭和 54年 10月８日にＣ市で払い出されてお

り、これ以外に申立人に対して別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らないことから、この頃に初めて申立人の国民年金の加入手続が行われたもの

とみられる。 

また、オンライン記録によると、申立人が初めて被保険者資格を取得した日

は、昭和 54年４月 15 日（平成４年８月 17 日に申立人が２度目の会社の厚生

年金保険被保険者資格を喪失した昭和54年４月16日に訂正。）とされており、

これは国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）及びＣ市の国民年金被保険

者名簿と符合していることから、申立期間①は国民年金に未加入であり、保険

料を納付することはできなかったと考えられる。 

さらに、申立期間②について、申立人は、当該期間に係る保険料を平成４年



頃に社会保険事務所から送付されてきた納付書により銀行で納付したと主張

しているところ、オンライン記録によると、申立人が３度目の会社の厚生年金

保険被保険者資格を喪失したのは、３年４月 30 日であるが、国民年金被保険

者資格を取得したのは、当初同年５月１日とされていた（18年 10月２日に３

年４月 30日に訂正。）ことが確認でき、これは申立人が所持する年金手帳にお

ける資格取得日とも符合することから、申立人が保険料を納付したと主張する

当時、申立期間②は国民年金に未加入であったこととなる上、資格訂正が行わ

れた時点では既に時効が成立していることから、納付書が送付されることはな

く、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2822 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54年８月から 57年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54年８月から 57年３月まで 

    私はＡ町役場で国民年金の加入手続を行い、20 歳から大学を卒業するま

で３年間、国民年金保険料も同町役場の窓口で納付していた。 

領収書は無いが、申立期間について、国民年金保険料を納付していたこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ町役場で 20歳になった昭和 54年＊月頃に国民年金の加入手続

を行い、20 歳から大学を卒業するまで３年間、同町役場の窓口で保険料を納

付したとしているが、保険料の納付時期及び納付金額についての具体的な記憶

がなく、保険料の納付状況の詳細が不明である。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に国民年金手帳記号番

号が払い出されたのは昭和 62年１月 27日であり、これ以外に別の手帳記号番

号が払い出された形跡は見当たらないことから、この頃、申立人は初めて国民

年金の加入手続を行ったものとみられる。 

さらに、申立期間当時、申立人は学生であったことから、申立期間は任意加

入対象期間であり、制度上、加入手続時点から遡って被保険者資格を取得する

ことはできず、オンライン記録、Ａ町の国民年金被保険者名簿及び申立人が所

持している年金手帳のいずれにおいても、申立人の被保険者資格取得日は昭和

61 年 12 月 30 日（平成 16 年７月 28 日に申立人が厚生年金保険被保険者資格

を喪失した昭和 62年１月１日に訂正。）とされていることから、申立期間は国

民年金に未加入となり、保険料を納付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料(確定申

告書、家計簿等)は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 2823（事案 1547の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年８月から 39年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37年８月から 39年７月まで 

    私は、昭和 36 年頃、Ａ市Ｂ区の店で働いていたが、店主や同僚たちが国

民年金に加入していて、集金人が来店した時、店主の勧めもあり加入手続を

してもらった。その後は３か月に１度ぐらいの割合で集金人が来るたびに１

か月当たり 100円の保険料を納付していた。その後、しばらく集金人は来な

かった期間があるが、集金人が来た際にまとめて納付したのを記憶している。

当時勤務していた店主とその息子夫婦も一緒に納めており、店主の息子が申

立期間の保険料の納付について覚えているはずである。41 年６月にＣ市に

移転後も 60 歳まで納付してきたにもかかわらず、申立期間が未納とされて

いることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人は申立期間の国民年金保険料を集

金人に納付したとしているが、Ａ市において、ⅰ）集金人（国民年金推進員）

による保険料の徴収を開始したのは、昭和 37年 11月からであること、ⅱ）集

金人は過年度保険料を取り扱っていなかったとしていることから申立人の主

張と相違すること等を理由として、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年７

月１日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

また、今回の申立てにおいて、申立人から、申立期間の保険料納付について

証言を得られる者として、当時の勤務先の店主の息子の現住所及び氏名につい

て情報提供があり、この情報提供に基づき、同人宛てに文書により申立人の申

立期間に係る保険料納付状況について照会したものの、申立人の申立期間の保

険料納付に係る証言を得ることはできなかった。 

さらに、申立人も委員会の決定に基づく通知文書受領後、同人宛てに照会し



たところ、その妻から「自分たち夫婦の保険料納付以外のことは記憶に無い。」

と聞いたとしている。これらのことから、申立人は、今回の申立てにおいて、

申立期間の保険料納付を示す情報として新たに当時の勤務先の店主の息子の

住所及び氏名を情報提供しているが、前述のとおり、これは申立期間の保険料

を納付したことまでをうかがわせるものとは認められず、そのほかに委員会の

当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、申立

期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



愛知国民年金 事案 2824 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 57年１月から 62年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年１月から 62年３月まで 

    私が 23歳か 24歳ぐらいの時に、大学を卒業した友人たちから国民年金に

加入したという話を聞いて、私も昭和 57 年１月頃、Ａ市Ｂ区役所で国民年

金の加入手続を行った。国民年金保険料は、最初のうち月額 2,000 円から

3,000円ぐらいだったと思うが、毎月納付書により金融機関の窓口で納付し

た。領収書等は無いが、申立期間の保険料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は毎月納付書により金融機関で納付し、

保険料月額は、最初の頃は月額 2,000円から 3,000円ぐらいだったとしている

ところ、Ａ市では申立期間当時、保険料は３か月ごとの納付であったとしてい

る上、申立期間の保険料月額は 4,500円から 7,100円であることから、申立人

の申立期間に係る保険料納付状況の記憶は曖昧である。 

また、オンライン記録、国民年金手帳記号番号払出簿等によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 62年６月９日にＡ市Ｂ区に払い出されており、

それ以前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらないことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、

その手続において、申立人は当時、在日外国人であり、56年 12月以前は国民

年金の適用除外とされていたことから、資格取得日を遡って 57 年１月１日と

する事務処理が行われたものとみられる。このため、この手帳記号番号払出日

を基準とすると、申立人は、申立期間当時、国民年金に未加入であったものと

みられる上、申立期間のうち、同年１月から 60 年３月までの期間は時効によ

り保険料を納付することはできず、同年４月から 62 年３月までの期間の保険

料は過年度納付することが可能であったものの、申立人は、申立期間の保険料



は、毎月、送付されてきた納付書により納付したとしており、遡ってまとめて

納付した覚えは無いとしている。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 2825 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53年４月から 59年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年４月から 59年３月まで 

    私は、婚姻（昭和 53 年２月）後、生活が厳しかったので、Ａ市役所で昭

和 53 年度から毎年度、元夫と共に国民年金の免除申請手続を行い、免除承

認を受けていたはずである。申立期間については、元夫は申請免除とされて

いるにもかかわらず、私のみが未納とされ、申請免除とされていないことに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、婚姻（昭和 53年２月）後、Ａ市役所で昭和 53年度から毎年度、

自身が元夫の分と一緒に国民年金の免除申請を行い、その手続の際に免除申請

書を２枚提出し、免除承認を受けていたとしているところ、ⅰ）申立人は、免

除申請手続時期及び申請免除承認通知書の受領についての記憶は無いとして

いること、ⅱ）同市では、申立期間当時、免除申請の方法は、１枚の免除申請

用紙で同一世帯の被保険者全員の申請が可能であったとしていることから、申

立人の申立期間の免除申請手続状況の記憶は曖昧である。 

また、元夫の納付記録を見ると、申立期間については、申立人の主張どおり、

申請免除とされているものの、申立人のオンライン記録、国民年金被保険者台

帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿を見ると、ⅰ）国民年金被保険者台帳では、

昭和 51年 11月 29日に同市に住所変更されているが、婚姻（53年２月）後の

氏名変更はオンライン記録では平成９年３月 25 日とされていることから、申

立期間当時は申立人の氏名変更が行われていなかったものとみられ、申立人が

主張するように申立人が申立期間について毎年度夫婦一緒に免除申請を行っ

た場合、当該期間において申立人の氏名変更手続が行われなかったとは考え難

いこと、ⅱ）国民年金被保険者台帳の昭和 54 年度の摘要欄には「不在」のゴ



ム印が押されているほか、同市の国民年金被保険者名簿の備考欄に「56.12.23

電算入力後所在不明」と記載されており、オンライン記録には「不在判明年月 

平９.３」とされていることが確認でき、申立人は昭和 54年度から平成８年度

までは不在者として取り扱われていたことがうかがわれることから、申立人が

主張するように、元夫が申立期間について申請免除とされていることをもって、

申立人も当該期間について元夫と一緒に申請免除とされていたとまでは推認

することはできない。 

さらに、オンライン記録、国民年金被保険者台帳、Ａ市の国民年金被保険者

名簿及び国民年金全件リストとも申立期間は未納とされており、これら記録に

齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は見受けられない。 

加えて、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ない上、申立人が申立期間の保険料を免除されていたことを示す関連資料（日

記等）は無く、ほかに申立期間の保険料を免除されていたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 

 



愛知国民年金 事案 2826 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61年３月から 62年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年３月から 62年６月まで 

    私は、会社を退職（昭和 61 年３月）後にＡ町役場で国民年金加入手続を

行った。国民年金保険料は、同町役場から送付されてきた納付書により、毎

月、同町役場内にある金融機関で 6,000円ぐらい納付していた。納付を証明

するものは無いが、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職（昭和 61 年３月）後にＡ町役場で国民年金加入手続を

行い、国民年金保険料は、同町役場から送付されてきた納付書により、毎月、

納付していたとしているところ、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払

出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成元年９月 18 日に同町

で払い出されており、これ以前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡は見当たらないことから、その頃に初めて申立人の国民年金

加入手続が行われ、この加入手続の際に資格取得日を遡って申立人が厚生年金

保険被保険者資格を喪失した昭和61年３月21日とする事務処理が行われたも

のとみられる。このことは、同町の申立人の国民年金記録の「資格表示」欄を

見ると、「履歴区分：取得履歴、異動日：Ｓ61.３.21、届出日：Ｈ１.９.18」

と記載されていることとも符合する。このため、申立人は、申立期間当時、国

民年金に未加入であったものとみられる上、申立人の加入手続時期を基準とす

ると、申立期間は時効により保険料を納付することはできない。 

また、申立人は、申立期間の保険料月額は、6,000円ぐらいとしているとこ

ろ、申立期間の保険料月額は、昭和 61 年３月は 6,740 円、同年４月から 62

年３月までは 7,100円、同年４月から同年６月までは 7,400円であったことか

ら、申立人が納付したと主張する保険料月額とは相違する。 



さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定申

告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 2827 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46年１月から 47年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年１月から 47年８月まで 

    私は申立期間当時、学生であった。父親が私の国民年金加入手続を行い、

国民年金保険料も父親が納税組合で納付していたはずである。申立期間の保

険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料納付に直接

関与しておらず、これらを行ったとする父親は既に死亡していることから、申

立期間に係る加入手続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年６月１日にＡ町で払い出されており、こ

れ以前に申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらないことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、こ

の加入手続において、資格取得日を遡って同年５月 25 日(平成 18 年 11 月 15

日に厚生年金保険被保険者資格喪失日が昭和51年５月27日とされていたこと

から、資格取得日は同年５月 27日に訂正されている。)とする事務処理が行わ

れたものとみられる。このことは、同町の申立人の国民年金被保険者名簿の資

格取得年月日及び種別欄に「51・５・25 強」、備考欄に「昭和 51・６・12

受付」と記載されていること、及び申立人が所持する国民年金手帳に「はじめ

て被保険者となった日 昭和 51年５月 25日」と記載されていることと符合す

る。申立人は、申立期間においては学生であったとしていることから、当該期

間は任意加入の対象者となる期間であり、この期間について、制度上、遡って

被保険者資格を取得することはできない。このため、この資格取得日を基準と

すると、申立期間は国民年金に未加入となり、父親が保険料を納付することは



できない。  

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料(家

計簿等) は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



愛知国民年金 事案 2828（事案 1322の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 55 年５月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年５月から 60年３月まで 

    平成 21 年４月に申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできないとの通知を受けた。新たに納付したことを示す資料等は無い

が、当初に申し立てたとおり、母親から「学生時代の任意加入できる期間の

保険料を納付しておいた。」と聞いており、申立期間の保険料は納付されて

いたと思うので、申立期間について、納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人は、申立期間の国民年金の加

入手続及び保険料の納付に直接関与しておらず、これらを行ってくれたとする

母親が死亡しているため、その状況を確認することはできないこと、ⅱ）口頭

意見陳述を行っても、母親が申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を

行っていたことをうかがわせる事情は見いだせなかったこと、ⅲ）オンライン

記録では、申立人が国民年金の資格を取得した記録は見当たらず、申立人自身

も年金手帳を見たことが無いとしていること、ⅳ）申立期間当時、申立人が住

民登録していた可能性が高いとしているＡ市Ｂ区及び申立人が居住していた

Ｃ市を調査しても、申立人が国民年金に加入していた記録は見当たらず、これ

らの市区で申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡も

見当たらないことなどから、既に当委員会の決定に基づく平成 21 年４月２日

付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

今回の申立人の主張内容は、前回の主張内容と全く変わらない上、申立期間

の保険料を納付したことをうかがわせる新たな資料、情報の提出も無いことか

ら、これは委員会の当初の決定を変更すべき事情とは認められず、そのほかに

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人

は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。



愛知国民年金 事案 2829 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年 12月から 10年２月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 12月から 10年２月まで 

    私は会社退職（平成 14 年７月末）後、Ａ市役所で国民年金の加入手続を

行った。その際に、窓口の職員から国民年金保険料が未納であると言われ、

その場で、申立期間の納付書の交付を受けた。後日、同納付書で申立期間の

保険料をまとめて納付した。納付時期や納付場所は覚えていないが、申立期

間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、会社退職（平成 14 年７月末）後、Ａ市役所で国民年金の加入手

続を行い、その加入手続の際に、申立期間の納付書の交付を受け、後日、同納

付書により申立期間の国民年金保険料をまとめて納付したとしているところ、

ⅰ）申立人は、申立期間の保険料の納付時期及び納付場所については覚えてい

ないとしていること、ⅱ）平成 14 年度からは、保険料の収納事務は国に一元

化され、市区町村では取り扱っておらず、同市役所でも、同年度からは保険料

の収納及び納付書の発行・交付事務は行っていないとしていることから、申立

人の申立期間に係る保険料納付状況の記憶は曖昧である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、平成５年 10 月８日に払い出され、その資格取得日

は同年８月７日とされており、その後、申立人が厚生年金保険被保険者資格を

取得した８年４月１日に被保険者資格を喪失したこととされている。申立人は、

会社退職（14 年７月末）後に、Ａ市役所において再び国民年金加入手続を行

ったとしているところ、ⅰ）オンライン記録を見ると、申立期間に係る資格取

得日は９年 12月 31日、資格喪失日は 10年３月１日とされており、この記録

は 14 年９月９日に追加されたものであることが確認できること、ⅱ）申立人



は、年金手帳の国民年金記録欄に記載されている「被保険者となった日：平成

９年 12月 31日、被保険者でなくなった日：平成 10年３月１日」、「被保険者

となった日：平成 14 年８月１日」は会社退職後に同市役所で手続した際に記

入されたものであるとしていることから、申立人の主張どおり、会社退職後に

同市役所で申立人の国民年金の加入手続が行われ、その際に同市役所で被保険

者資格取得日を申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した同年８月１日

とするとともに、その時点まで未加入期間であった９年 12月 31日から 10年

３月１日までの期間を国民年金加入期間とする事務処理を併せて行ったもの

とみられる。このため、この申立期間の被保険者資格の得喪記録が追加処理さ

れた 14 年９月９日を基準とすると、申立期間の保険料は、時効により納付す

ることはできない。 

さらに、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらない上、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 2830 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12 年６月及び同年７月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年６月及び同年７月 

    Ａ市に転入（平成 12 年６月）後、私か妻のどちらかが夫婦の国民年金の

加入手続を行い、加入後の国民年金保険料も納付時期はよく覚えていないが、

私か妻のどちらかが少なくともその年度内に二人分を一緒に納付したと思

う。申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ市に転入（平成 12 年６月）後、国民年金の加入手続及び申立

期間の国民年金保険料納付は、申立人又はその妻が行ったとしているところ、

申立人は、加入手続時期、加入手続場所、申立期間の保険料の納付方法、納付

周期及び納付金額については余り覚えていないとしており、妻も加入手続及び

申立期間の納付状況についての記憶は自身と変わらないと思うので、妻への聴

取の必要は無いとしていることから、申立人の申立期間に係る加入手続及び保

険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録によると、申立人は、厚生年金保険被保険者資格を喪

失した平成 12年６月 13日付けで第１号・第３号被保険者取得勧奨者とされ、

申立人に対して第１号・第３号被保険者取得勧奨状が同年８月に、その後、未

加入期間国年適用勧奨状が同年９月に送付されている。同様に妻も、申立人が

厚生年金保険被保険者資格を喪失した同年６月 13 日付けで第１号被保険者該

当勧奨者とされ、申立人と同様に、第１号被保険者該当勧奨状が同年８月に送

付されている。妻のオンライン記録を見ると、前述の第１号被保険者該当勧奨

者として勧奨状が送付された後の同年 10月６日に、同年６月 13日をもって第

１号被保険者とする種別変更届の事務処理がされていることから、申立人につ



いてもその頃に併せて同年６月 13 日を国民年金の資格取得日とする事務処理

が行われたものと推認される。申立人は、申立期間の保険料の納付時期はよく

覚えていないが、加入手続を行った年度内には納付したとしていることから、

申立期間の保険料を現年度納付したとする主張と思われ、申立人の加入手続時

期を基準とすると、申立期間の保険料は現年度納付することは可能であった。

しかしながら、申立人のオンライン記録を見ると、14年７月 12日に過年度納

付書が作成・送付されていることが確認でき、この過年度納付書の納付対象期

間は申立期間とみられることから、申立人又はその妻が申立期間の保険料を現

年度納付したとは考え難い上、オンライン記録及びＡ市が保管する国民年金全

件リストでは、いずれも申立人及びその妻共に申立期間は未納とされており、

これら記録には齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は見受けられない。  

さらに、申立期間においては、年金記録管理業務のオンライン化、電算によ

る納付書作成、領収済通知書の光学式読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処

理の機械化が進み、記録漏れ、記録誤り等が生ずる可能性は少なくなっている

と考えられる。  

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿

等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 2831 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年７月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年７月から平成３年３月まで 

    私は、申立期間当時、学生であった。私が、20 歳になった頃、母親がＡ

町役場で私の国民年金の加入手続を行い、大学を卒業するまでの間、母親が

国民年金保険料を毎月納付してくれていた。保険料を納付したことを示す資

料は無いが、申立期間の保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金加入手続及び国民年金保険料納付に直接

関与しておらず、これらを行ったとする母親は、Ａ町役場で申立人の国民年金

の加入手続を行い、申立期間の保険料は、毎月同町役場の窓口で納付していた

としているところ、母親は、加入手続後において交付される国民年金手帳の受

領の有無、申立期間の保険料の納付金額及び納付方法については覚えていない

としていることから、母親の申立人に係る加入手続及び保険料納付状況の記憶

は曖昧である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、平成３年４月 22 日にＡ町で払い出されており、こ

れ以前に申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たら

ないことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この加入

手続において、資格取得日を学生が強制適用となった同年４月１日とする事務

処理が行われたものとみられる。このことは、申立人が所持する年金手帳の資

格取得日とも符合する。この資格取得日を基準とすると、申立人は、申立期間

においては学生であったとしていることから、当該期間は、国民年金の任意加

入対象者となる期間であり、この期間について、制度上、遡って被保険者資格

を取得することはできない。このため、申立期間は、国民年金に未加入となり、



母親は、当該期間の保険料を納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知厚生年金 事案 5502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 40年３月 22日から 41年２月 10日まで 

② 昭和 41年３月４日から 45年７月 16日まで 

 私は、脱退手当金を受け取った記憶が無いので、申立期間について、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定請

求書には、当時申立人が住んでいたＡ県の住所地及び電話番号が記載され、同

裁定伺の備考欄には、申立人の当時の住所地近くの金融機関の所在地が記載さ

れている。また、同裁定請求書及び裁定伺によれば、申立人が結婚する数か月

前の昭和 49年２月 19 日にＢ社会保険事務所（当時）において受け付けられ、

同年３月 23 日に脱退手当金が支払われていることが確認できることなどを踏

まえると、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたことがうかがえる。 

さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、前述の裁

定伺に記された脱退手当金及びオンライン記録の支給額は一致しているほか、

申立期間①のＣ社に係る申立人の厚生年金保険被保険者記号番号と申立期間

②のＤ社に係る申立人の同被保険者記号番号は当初異なっていたものの、当該

脱退手当金が支給決定された直後に、両被保険者記号番号は、重複取消処理が

されているなど、事務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取して

も、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5505 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年７月頃から８年４月 16日まで  

 Ａ社に勤務していたのに、厚生年金保険の記録が無い。申立期間について、

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間当時のＡ社の事業主及び複数の同僚の証言から判断して、勤務した

期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立期間当時のＡ社の事業主は、「Ａ社は、平成 11年 11 月６日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなり、その後に破産しており、当時の人事

及び社会保険に関する書類が無いため、申立人について、厚生年金保険の資格

取得及び喪失の届出を行っていたのかどうか、給与から厚生年金保険料を控除

していたのかどうかは分からない。」と回答しており、申立人に係る厚生年金

保険の取扱い等について確認できない。 

また、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録が認められる複数の同僚は、

「入社後、すぐには厚生年金保険に加入させてもらえなかった。当時、私には

子供がおり保険証がどうしても必要だったので、自分から頼んで加入させても

らった。」、「Ａ社では、入社後すぐに辞める人が多かったので、入社と同時に

は、厚生年金保険に加入させていなかった。自分から加入を希望した人につい

ては、２か月ぐらいの試用期間を経た後に、加入させていた。」と証言してい

るところ、申立人及び同社の同僚が、申立期間当時一緒に勤務していたとして

名前を挙げた同僚の中に、同社における厚生年金保険被保険者記録が確認でき

ない者も複数名認められることから、申立期間当時同社では、入社後全ての社

員について厚生年金保険の資格を取得させていなかった状況がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5506 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年 12月頃から 22年 11月頃まで 

Ａ社に事務員として勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険の記録が

無い。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の同僚の証言から判断して、勤務した期間は特定できないものの、申立

人が同社に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、Ａ社は、昭和24年５月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っており、当時の事業主も死亡しているため、申立人の申立期間に係る勤務実

態及び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

また、Ａ社の同僚は、「申立期間当時、私は、女性事務員としてＡ社に勤務

しており、申立人も同じ女性事務員だった。女性事務員は、全部で３人だった。

厚生年金保険の加入手続は事業主が行っていたが、工場で働く人を優先し、女

性事務員は後回しにされたようで、加入させてもらえなかったと思う。」と証

言しているところ、申立人を含め、当該３人の女性事務員には、いずれも同社

に係る厚生年金保険被保険者記録が認められない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿の申立期間に、申

立人の名前は見当たらず、健康保険整理番号の欠番も確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5507 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額及び標準賞与額に

基づく厚生年金保険料を事業主により給与又は賞与から控除されていたと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和59年２月から平成20年４月まで 

             ② 平成15年８月11日 

             ③ 平成15年12月16日 

             ④ 平成16年６月20日 

             ⑤ 平成16年12月16日 

             ⑥ 平成17年６月20日 

             ⑦ 平成17年12月15日 

             ⑧ 平成18年６月21日 

⑨ 平成18年12月20日 

             ⑩ 平成19年６月20日 

             ⑪ 平成19年12月20日 

私は、昭和59年２月から平成20年５月までＡ社に勤務した。 

年金記録を確認したところ、標準報酬月額及び標準賞与額が、支給されて

いた給与額及び賞与額よりも低額となっている上、２回分の賞与については、

記録が無いことが分かった。 

申立期間について、適正な標準報酬月額及び標準賞与額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①のうち、昭和59年２月から61年10月までの期間について、Ａ社

に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票の記載内容に不合理な点は見当

たらない上、同原票の標準報酬月額の記録と、オンライン記録の標準報酬月

額は一致していることが確認できるとともに、その後の同年11月から平成20

年４月までの期間についても、標準報酬月額を遡って訂正した形跡はうかが



えない。 

また、申立期間①のうち、平成17年９月から20年４月までの期間について

は、Ａ社から提出された賃金台帳により、当該期間における給与支給額及び

厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬

月額と一致していることが確認できる。 

さらに、申立期間①のうち、昭和59年２月から平成17年８月までの期間に

ついて、申立人と同時期入社の複数の同僚の標準報酬月額について見ると、

被保険者期間が同一でないなどのため一概に比較することはできないが、申

立人の標準報酬月額の推移と特段の差異は認められず、申立人の標準報酬月

額のみが不自然となっている状況はうかがえない。 

２ 申立期間②から⑥までについて、Ａ社の現在の事務担当者は、「当時の厚

生年金保険関係の資料は残っておらず、私の前任者が担当していた期間でも

あるため、詳細については不明である。また、申立人は、平成16年及び17

年の夏季賞与の記録が無いのはおかしいと主張しているようであるが、実は、

私にもこの２回の記録は無い。そこで、当時の通帳を確認したところ、賞与

の入金記録が無かったので、私には賞与が支給されなかったのだと思う。恐

らく、他の方についても賞与は支給されていなかったのではないか。」と証

言しており、当該期間に係る賞与の取扱いについて確認できない。 

また、申立人と同時期入社の複数の同僚の標準賞与額について見ると、被

保険者期間が同一でないなどのため一概に比較することはできないが、申立

人の標準賞与額の推移と特段の差異は認められず、申立人の標準賞与額のみ

が不自然となっている状況はうかがえない。 

３ 申立期間⑦から⑪までについて、Ａ社から提出された賃金台帳により、当

該期間における賞与支給額及び厚生年金保険料控除額に見合う標準賞与額

は、オンライン記録の標準賞与額と一致していることが確認できる。 

４ このほか、申立期間①から⑪までについて、申立人が主張する標準報酬月

額及び標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与又は賞与か

ら控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間①から⑪までについて、その主張する標準報酬月額及び標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与又は賞与から控除さ

れていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5508 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和18年１月16日から同年10月30日まで 

② 昭和18年11月16日から19年８月18日まで 

③ 昭和20年１月18日から同年２月12日まで 

私は長男であり、両親の体調も悪かったため、学校卒業後、昭和17年から

働き始めたが、年金記録が空白になっているところがある。申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び③について、申立人が勤務していたと主張するＡ事業所及び

Ｂ事業所は、オンライン記録及び厚生年金保険の適用事業所名簿において、厚

生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、申立期間②について、申立人が勤務していたと主張するＣ事業所は、

健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、昭和30年12月１日に厚生年金保

険の適用事業所になっており、当該期間において適用事業所であった記録は確

認できない。 

さらに、申立人は、当時、Ｄ事業所（所在地は、Ｅ市）の構内に、Ａ事業所、

Ｃ事業所及びＢ事業所が所在したと記憶しているものの、Ｄ事業所は、「昭和

17年から20年頃までの当社の構内に所在した関連会社、下請会社等の記録は残

っておらず、当時のことは確認できない。」と証言している。 

加えて、Ｃ事業所は、「関係書類を保管しておらず、当時、Ｄ事業所の構内

に当社の事業所があったかどうかについても確認できない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、申立

人は、当該期間における上司及び同僚の名前等について記憶が無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5509 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年 11月 15日から 32年３月 31日まで 

             ② 昭和 32年４月 29日から 33年５月 20日まで 

             ③ 昭和 42年７月１日から 43年１月１日まで 

             ④ 昭和 48年８月 20日から同年９月 20日まで 

    申立期間①については、Ａ社Ｂ支店に昭和 32 年３月まで勤務していた。

申立期間②については、兄に連れられてＣ社に同年４月 29 日に就職したこ

とを覚えている。申立期間③については、Ｄ社に 42 年７月１日に就職した

記憶がある。申立期間④については、Ｅ社に 48 年８月に就職した記憶があ

る。申立期間①、②、③及び④について、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社Ｂ支店の厚生年金保険被保険者記録がある同僚が

「私は、昭和 32 年３月頃まで勤務した。退職時期は申立人と一緒だったと思

う。」と証言していることから、申立人が厚生年金保険被保険者資格の喪失後

も同社同支店に勤務していたことはうかがわれるものの、オンライン記録によ

ると、当該同僚も申立人と同様、昭和 31年 11月 15日に被保険者資格を喪失

したとされている。 

また、昭和 32 年４月８日にＡ社Ｂ支店が厚生年金保険の適用事業所ではな

くなる手続を行った別の同僚は、「申立人のことは覚えているが、勤務期間中

に資格喪失させることがあったかどうか分からない。」と証言しており、申立

期間①当時の厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

申立期間②について、厚生年金保険の被保険者資格を当該期間内に喪失して

いる同僚が、申立人がＣ社で勤務していたことを記憶している旨証言している



ことから、勤務を開始した時期は特定できないものの、申立人が当該期間当時

から同社で勤務していたことはうかがえる。 

しかし、健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人と被保険者資

格の取得時期が近似している同僚は、中学校卒業後すぐＣ社に入社したとして

いるが、被保険者資格の取得日は、記憶する入社時期から約４か月後とされて

いることから、当時、同社では、入社と同時に従業員全員が厚生年金保険の被

保険者資格を取得する取扱いではなかった状況がうかがえる。 

申立期間③について、健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立人

のＤ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、昭和 43 年１月１日と

されており、オンライン記録の取得日と一致している上、当該資格取得手続は、

同年２月 16日に行われたとされている。 

また、申立人と同時期にＤ社で厚生年金保険被保険者資格を取得している同

僚が入社してすぐには厚生年金保険の被保険者資格を取得させてもらえなか

った旨証言していることから、当時、同社では、入社と同時に従業員全員が厚

生年金保険の被保険者資格を取得する取扱いではなかった状況がうかがえる。 

申立期間④について、健康保険厚生年金保険被保険者原票によれば、申立人

のＥ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は、昭和 48年９月 20日と

されており、オンライン記録の取得日と一致している上、当該資格取得手続は、

同年 10月 12日に行われたとされている。 

また、Ｅ社の元事業主は、「申立人が勤務していた記憶はあるが、いつから

勤務していたか分からない。人事関係の記録も残っていない。」としている上、

申立人も、暑い時期に同社に就職した記憶はあるものの、入社日の記憶は曖昧

であるとしている。 

さらに、申立人と同時期にＥ社で厚生年金保険の被保険者資格を取得してい

る同僚は、「私の年金記録は誤っていない。」と証言している。 

このほか、Ａ社Ｂ支店、Ｃ社、Ｄ社及びＥ社は、既に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、申立人の申立期間①、②、③及び④における勤務実

態及び厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②、③及び④に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案5510 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和28年４月頃から同年６月25日まで 

② 昭和49年８月24日から同年11月頃まで 

    申立期間①については、学校卒業後、Ａ社に勤務し、Ｂ社Ｃ支店（現在は、

Ｄ社）内の売店で働いた。申立期間②については、Ｂ社庶務課の人の紹介で

同社に入社し、同社Ｃ支店の機械の保全の仕事に従事した。当時の家計簿に

は、同社からの給与額等が記録されており、勤務していたことは間違いない。

申立期間①及び②について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人がＡ社勤務時に同僚と一緒に撮影したとする写

真及び申立人の同社での業務内容に関する記憶が具体的であることから判断

すると、期間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことはう

かがえる。 

しかし、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間①以降の

昭和28年８月１日であり、同社が当該期間において適用事業所であった記録は

確認できない。 

また、申立人が当該期間にＡ社で一緒に勤務していたと記憶している同僚は、

「Ａ社は、Ｂ社の福利厚生部門を独立させて、昭和28年７月に設立された会社

である。Ａ社の従業員は、設立前の数か月間は準備段階のため、親会社からの

出向者一人を除き、全員がアルバイトであった。自分も２か月ほどアルバイト

として働き、同年８月に正式入社し、29年２月に厚生年金保険の資格を取得し

た。」と証言している。 

申立期間②について、雇用保険の記録及び申立人が所持する家計簿の記録に

より、申立人がＢ社Ｃ支店で勤務していたことは認められる。 



しかし、申立人の厚生年金保険被保険者資格の取得について、Ｄ社の人事担

当者は、「Ｂ社から引き継いだ厚生年金保険加入者一覧には、申立人の記録は

見当たらない。」と回答している。 

また、申立期間当時、Ｂ社Ｃ支店総務課勤務だった同僚は、「支店勤務者に

ついては、厚生年金保険に加入するかどうか希望を聞いていた。」と証言して

いるほか、当時、支店で働いていたと証言している同僚は、昭和49年６月28

日に雇用保険の資格を取得しているが、オンライン記録によれば、厚生年金保

険の被保険者資格取得日は約３か月後の同年10月１日であることが確認でき

ることから、当時、同社同支店では、入社と同時に従業員全員が厚生年金保険

の被保険者資格を取得する取扱いではなかった状況がうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5511 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和52年８月１日から55年12月１日まで 

    昭和52年８月からＡ事業所の事業主が経営する喫茶店に、雇われ店長とし

て勤務したが、厚生年金保険の記録を確認したところ、55年12月１日に被保

険者資格を取得しており、申立期間については被保険者記録が無いことが分

かった。保険料控除を証明できる資料は無いが、勤務していたことは確かな

ので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、勤務したと主張する喫茶店について、「自分以外、常勤の従業員

はいなかった。」と証言している上、当時のアルバイト店員等、非常勤の同僚

の名前を記憶していないことから、申立人の申立期間当時の勤務実態について

確認できない。 

また、Ａ事業所は、既に閉鎖しており、当時の事業主も他界していることか

ら、申立人の申立期間当時の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認

できない。 

さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者記号番号払出簿及び健康保険厚

生年金保険被保険者原票によると、申立人の資格取得日は、いずれも昭和55

年12月１日とされており、オンライン記録の資格取得日と一致していることが

確認できる上、当該被保険者原票の申立期間に申立人の氏名は無く、健康保険

整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人は、申立期間における厚生年金保険料控除に係る記憶が曖

昧である上、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5512 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 14年３月から同年５月まで  

申立期間について、オンライン記録の標準報酬月額が 12 万 6,000 円とな

っているが、17 万円の間違いなので、適正な標準報酬月額に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間において17万円の

標準報酬月額に見合う厚生年金保険料（１万4,747円）を控除されていたもの

の、給与の総支給額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額

（12万6,000円）と一致していることが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社からの届出により、申立期間の標準報

酬月額は、平成14年７月19日付けで、17万円から12万6,000円に訂正されてい

ることが確認できるところ、同社は、当時の申立人の給与支給実態に合わせて

訂正届を提出した旨回答している。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 5513 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年７月から 63年 12月 22日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間における厚生年金保険の被保険者記

録が無いことに納得できないので、記録を訂正してほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

人事記録（社員名簿）に基づくＡ社の回答書から判断して、申立人は、申立

期間のうち、昭和 61年８月 11日以降の期間において同社に勤務していたこと

が認められる。 

しかしながら、Ａ社は、申立期間当時は雇用形態の違い等により厚生年金保

険被保険者の資格を取得しない者もいた旨回答している。 

また、申立人が名前を挙げている同僚は、「申立人は、自分より半年ぐらい

後にＡ社に入ってきたが、社会保険の加入について会社とどのような契約をし

ていたかは分からない。」と証言している。 

さらに、Ａ社から提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認

および標準報酬決定通知書」によると、申立人の被保険者資格取得日は、昭和

63 年 12 月 22 日と記載されているとともに、雇用保険の記録によると、申立

人の資格取得日は、同年 12月 22日とされており、いずれの取得日も、オンラ

イン記録の被保険者資格取得日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 5514 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年３月 31日から同年４月１日まで 

    私は、平成２年３月 31 日付けで自主退職願を提出してＡ社を退職した。

雇用保険の離職日は同年３月 31 日になっているのに、厚生年金保険の資格

喪失日が同日になっているのは間違いだと思うので、資格喪失日を同年４月

１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたこ

とが認められる。 

しかしながら、Ａ社から提出された給与台帳により、申立人は、平成２年３

月分（同年２月21日から同年３月20日までの給与を同年３月30日に支給）の給

与から同年２月分の厚生年金保険料が控除されているものの、同年４月分（同

年３月21日から離職日である同年３月31日までの給与を同年４月30日に支給）

の給与からは、同年３月分の厚生年金保険料が控除されていないことが確認で

きる。 

また、Ａ社は、申立人の給与から平成２年３月分の厚生年保険料を控除して

いないと回答している。 

さらに、健康保険組合の記録によると、申立人の被保険者資格の喪失日は、

平成２年３月 31日とされており、オンライン記録の喪失日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5515 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 10月１日から 37年 10月 13日まで 

    私は、Ａ事業所に勤務していた伯父の紹介で同社に入社した。給料から保

険料を控除されていたのに、厚生年金保険の記録が無いので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所の元事業主（昭和39年死亡）の息子と娘及び同僚の証言から判断し

て、時期は明らかでないが、申立人が同事業所に勤務していたことはうかがえ

る。 

しかしながら、Ａ事業所の所在地を管轄する法務局に、同事業所の商業登記

の記録は確認できない上、同事業所は、厚生年金保険の適用事業所としての記

録が確認できない。 

また、元事業主の息子と娘は、「Ａ事業所は個人事業所で、厚生年金保険の

適用事業所ではなかったし、従業員の給料から保険料も控除していなかった。」

と証言している。 

さらに、上記同僚も、「うちには当時小さい子供がおり、病気やけがをした

ら大変だから、Ａ事業所の社長に厚生年金保険や健康保険に入れてほしいと頼

んだが、無理だと言われたので転職した。同じ理由で何人かが芋づる式に同事

業所を辞めた。」と証言しており、当該同僚には、Ａ事業所に係る厚生年金保

険の被保険者記録は確認できない。 

加えて、申立人が挙げた同僚３人は、氏名に係る記憶が曖昧であるため、同

人を特定できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5516 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22年 11月１日から 23年 10月６日まで 

私は、同じ部署の先輩であった人が頼んでくれたので、Ａ社Ｂ支店に再入

社できたが、昭和 23年 10月６日に被保険者資格を取得しており、再入社し

た時から記録が無い。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支店から提出された人事記録によると、申立人の入社日（昭和 23 年

10 月６日）は、申立人の同社同支店に係る厚生年金保険被保険者資格の取得

日と一致していることが確認できる。 

また、申立人は、昭和 22年 11月１日に再入社したと主張しているが、申立

人が先輩であったとして名前を挙げた同職種の同僚の入社日は、Ａ社Ｂ支店の

回答によると、同年 11 月１日であることから、申立人は、少なくとも同日よ

り後に入社したものと考えられる。 

さらに、Ａ社Ｂ支店は、「当時の資料は、戦災と昭和 34年の台風被害により、

その多くが消失しているため、申立期間当時のことは不明。」と回答している。 

加えて、申立人が名前を挙げた同じ部署の先輩３人については、１人（上記

同僚）は既に死亡しており、他の２人は人物を特定できない上、申立人が名前

を挙げた他の上司及び同僚も既に死亡しており、ほかに申立人のことを記憶す

る同僚も見当たらないことから、申立人の申立期間における勤務実態等につい

て確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5517 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成８年 12月 24日から９年１月１日まで 

私は、Ａ社に平成８年 12月 23日まで出勤し、同年 12月 31日まで年次有

給休暇を取得していた。しかし、厚生年金保険被保険者の資格喪失日が同年

12月 24日とされているので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「退職届をファックスで送付したが、年次有給休暇の取得を口頭

で連絡したので、申立期間において雇用関係は継続していた。」と申し立てて

いる。 

しかし、雇用保険の記録によると、申立人のＡ社における離職日は、平成８

年 12月 23日とされており、当該離職日の翌日は、厚生年金保険の被保険者資

格喪失日と一致している上、オンライン記録によると、当該資格喪失に伴う健

康保険証の回収年月日は、同年 12月 25日であることが確認できる。 

また、申立期間当時の事業主は既に死亡している上、当時の役員である事業

主の夫は、｢申立期間当時の関係資料は保管しておらず、厚生年金保険に関す

る届出及び保険料の控除については不明である。」と回答しており、退職時に

おける年次有給休暇取得の有無及び申立期間に係る保険料控除について確認

できない。 

さらに、申立人は、Ａ社の同僚の氏名を記憶しておらず、申立期間当時に厚

生年金保険の被保険者となっている複数の同僚に照会したが、申立人の退職時

期を特定できる証言を得ることはできない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5518 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和46年９月中旬頃から同年11月頃まで 

② 昭和46年11月頃から47年１月26日まで 

③ 昭和51年１月31日から同年２月１日まで 

私は、昭和46年９月にＡ社を退職した後、同年９月中旬頃からＢ社Ｃ支店

に２か月ほど勤務し、その後、Ｄ社に転職し、51年１月末日まで勤務したが、

ねんきん特別便で、申立期間①、②及び③における被保険者記録が無いこと

が分かった。 

私は、確かに勤務していたので、当該期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ｂ社Ｃ支店における当時の所長は、「申立人は、正社

員として昭和46年９月頃に入社し、２か月ほど勤務していた。」と証言してい

るとともに、当該期間に同社の被保険者記録のある複数の同僚が、申立人が同

社に勤務していたと証言していることから判断して、申立人は、当該期間に同

社に勤務していたことが推認できる。 

しかし、雇用保険の記録によると、申立人は、Ｂ社の前後に勤務した事業所

に係る加入記録がある一方、同社に係る加入記録は確認できない。 

また、Ｂ社の昭和46年６月１日から47年１月５日までの厚生年金保険被保険

者原票及びＥ厚生年金基金に申立人の記録は確認できない上、Ｆ健康保険組合

の健康保険整理番号に欠番も無い。 

申立期間②及び③について、Ｄ社における複数の同僚の証言から判断して、

申立人が申立期間②に同社に勤務していたことは推認できる。また、雇用保険

の記録により、申立人が申立期間③に同社に勤務していたことは認められる。 



しかし、雇用保険の記録及びＧ厚生年金基金における申立人の被保険者資格

の取得日（昭和47年１月26日）は、オンライン記録の資格取得日と一致してい

るとともに、同僚は、「記録が無いのは、申立人の同意があったのではないか。」

と証言している。 

また、Ｇ厚生年金基金における申立人の被保険者資格の喪失日（昭和51年１

月31日）は、オンライン記録の資格喪失日と一致しているとともに、同基金の

現在の担当者は、「当基金では、月末喪失で届出があった場合、事業所にこの

日で喪失してもよいのか確認している。喪失届には退職日も記入できるように

しており、事業所が誤って記入した資格喪失日にて受け付けることはない。ま

た、翌日（同年２月１日）喪失の同僚の記録があることから、あえて別々に届

出をされたものと思われる。」と証言している。 

さらに、Ｄ社は、平成14年３月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなくな

っている上、申立期間②及び③当時の事業主は死亡しているため、申立人の厚

生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立期間①、②及び③における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案5519 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22年 11月 20日から 23年 10月 21日まで 

私の厚生年金保険被保険者記録によると、昭和 22年 11月 20日にＡ社を

退社し、23年 10月 21日にＢ社に入社した形になっている。 

申立期間にどちらの会社に勤務していたかは記憶に無いが、Ａ社からＢ社

には日を置かずに転職しており、約１年もの期間が空白となっているのは納

得できないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が名前を記憶している同僚を含め、申立期間においてＡ社の厚生年金

保険の被保険者となっている同僚８人に照会したが、申立人が申立期間も同社

に継続して勤務したことをうかがわせる証言は得られない。 

また、Ａ社は、「当時の資料は残っておらず、申立人の勤務期間や厚生年金

保険料の控除については、不明である。」と回答している。 

一方、申立期間にＢ社の厚生年金保険被保険者記録のある者のうち、昭和23

年８月１日に被保険者資格を取得している同僚は、「私が入社した際、申立人

は、既に勤務していた。」と証言していることから、申立人は、少なくとも同

年８月１日より前から同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、Ｂ社において厚生年金保険の被保険者となっている複数の同僚は、

「入社日と厚生年金保険の資格取得日は、１年から２年ぐらい相違している。」

と証言していることから、同社では、入社と同時に厚生年金保険の被保険者資

格を取得させる取扱いを励行していなかったことがうかがえる。 

また、Ｂ社は、「当時の資料は残っておらず、申立人の勤務期間や厚生年金

保険料の控除については、不明である。」と回答している。 



さらに、申立人がＢ社Ｃ支店の上司であったと記憶している者は、オンライ

ン記録によると、申立期間に同社の被保険者であったことは確認できるものの、

既に死亡しており、申立人の勤務実態等について確認できない。 

このほか、申立人のＡ社又はＢ社の申立期間における勤務実態及び厚生年金

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案5520 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正５年生 

住 所 ：  

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和16年１月22日から19年７月12日まで 

② 昭和21年４月１日から22年12月１日まで 

私は、昭和15年頃から船舶所有者Ａ氏の船に乗り、22年12月に同氏の息子

(船舶所有者Ｂ氏）に代替わりしているが、継続して48年11月末まで乗船し

ていた。しかし、申立期間①及び②に係る船員保険の記録が無いので、当該

期間について、船員保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人から提出された船員手帳によると、当該

期間に係る記録は確認できない。 

また、船舶所有者Ａ氏及びＢ氏は既に死亡している上、船舶所有者Ａ氏に係

る船員保険被保険者名簿については、昭和22年12月１日以前のものは確認でき

ないため、申立期間①及び②の同僚も確認できず、申立人が記憶している同僚

についても同人を特定できないことから、申立人の当該期間における勤務実態

及び船員保険料の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における勤務実態及び船員保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間①及び②に係る船員保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 5521 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 56年２月２日から同年３月１日まで 

私は、昭和 56 年２月２日にＡ社に入社したにもかかわらず、厚生年金保

険の資格取得日が、同年３月１日になっている。試用期間もなかったはずな

ので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された昭和 56 年分給与所得の源泉徴収票及び雇用保険の記

録により、申立人は、同年２月２日からＡ社に勤務していたことが認められる。 

しかし、昭和 56 年分給与所得の源泉徴収票に記載されている社会保険料控

除額は、Ａ社における同年３月から同年 12月までの 10か月分の厚生年金保険

料、健康保険料及び同年における雇用保険被保険者期間に係る雇用保険料の合

計金額とほぼ一致している。 

このことについて、Ａ社で社会保険事務を担当していた同僚は、「平成 18

年頃にＡ社は廃業し、申立期間当時の従業員に係る資料が保存されていないた

め、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認することがで

きない上、同社では試用期間のある者もおり、試用期間中は厚生年金保険に加

入させていなかった。また、手続ミスで厚生年金保険の加入だけが遅れたこと

もあったが、その場合の厚生年金保険料は、加入した月から控除していた。さ

らに、各種保険料は当月支給する給与から控除していた。」と証言しているこ

とから、昭和 56 年分給与所得の源泉徴収票に記載されている社会保険料控除

額は、同年３月から同年 12 月までの厚生年金保険料、健康保険料及び同年２

月から同年 12月までの雇用保険料の合計額と推認できる。 

また、申立人と同日に被保険者資格を取得している同僚についても、申立人

と同様に、雇用保険の資格取得日は昭和56年２月であることから、Ａ社では、



入社と同時に厚生年金保険の被保険者資格を取得させる取扱いを必ずしも励

行していなかったことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案5522（事案492及び3186の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和27年２月22日から28年５月15日まで 

             ② 昭和30年９月23日から34年４月22日まで 

前々回及び前回の申立てについて、平成20年10月31日付け及び22年４月７

日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知文書をもらった。 

しかし、審議結果に納得がいかないので、再度審議の上、申立期間につい

て厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②に係る申立てについては、申立人が、厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の関連資

料は無く、当該保険料控除に関する申立人の記憶も不明であること、Ａ社及び

Ｂ社に当該期間当時の関連資料は無く、申立人の勤務期間を特定することので

きる証言も無いことのほか、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらないとして、既に当

委員会の決定に基づき、平成20年10月31日付け及び22年４月７日付け年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「新たな資料や証拠は無いが、前回及び前々回の審

議結果に納得できない。」と主張し再々度申立てを行っているが、このような

主張のみでは、委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められない。 

なお、申立期間①について、今回、前回及び前々回の申立ての際に抽出調査

対象とした同僚のほか、当該期間にＡ社の厚生年金保険の被保険者記録がある

全同僚を調査対象とすることとし、調査が可能であった６人を追加調査したが、

申立人が同社に勤務していたとする証言は得られなかった。 

また、申立期間②についても、当該期間にＢ社の厚生年金保険の被保険者記



録がある同僚24人を新たに調査対象としたが、当該期間に申立人が同社に勤務

していたとする証言は得られなかった。 

このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはでき

ない。 



愛知厚生年金 事案 5523 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和32年７月12日から36年４月１日まで 

私のＡ社における厚生年金保険被保険者記録は、昭和32年７月12日に資格

喪失となっており、36年３月までの年金記録が無い。 

しかし、私は、Ａ社の招待により、家族同伴でＢ市の神社に行った際、妻

の知人が出産したという知らせをもらった記憶があり、その子供の生年月日

が昭和33年＊月＊日であるので、同年＊月時点で同社に勤務していたはずで

あり、被保険者記録が32年７月12日で切れているのは、何かの間違いである

と思う。 

また、時期は分からないが、私は、Ａ社に勤務中に事故で右手人差し指を

切断したので、その事故の記録を確認すれば、申立期間も勤務していたこと

が証明されるかもしれないので、調査の上、被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間及びその前後に、Ａ社における厚生年金保険被保険者記録のある複

数の同僚に照会したが、申立人が申立期間も継続して同社に勤務していたとす

る証言を得ることはできない上、会社の招待でＢ市の神社に行ったことについ

ても記憶している同僚はいない。 

また、当該複数の同僚の証言から、Ａ社において指を切断する業務上災害が

あったことについては確認できたものの、当時、同社においては類似の事故が

複数あったとみられ、事故の時期や被災者を具体的に記憶している者はいない

上、同社を管轄するＣ労働基準監督署は、保存年限の経過のため、申立人に係

る労災保険の給付記録は確認できないと回答しており、事故の時期から申立人

の勤務時期を確認することはできない。 

さらに、商業登記簿謄本によれば、Ａ社は、昭和42年４月＊日に解散してい



る上、当時の事業主も既に他界しているため、申立人の当該期間に係る勤務実

態及び厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険被

保険者台帳（旧台帳）によると、申立人の同社における資格喪失日は、昭和32

年７月12日と記載されており、オンライン記録の資格喪失日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案5524（事案2172の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和23年４月１日から25年１月１日まで 

    前回の申立てについて、平成22年１月14日付けで年金記録の訂正は必要で

ないとする通知文書をもらった。 

    しかし、Ａ社の同僚の証言でなく、同じ建物内にあった別のＢ社の従業員

の証言だけで結論を出したことに納得できない。今回、私の別の事案でＡ社

の同僚が見付かったので、この同僚の証言に基づく調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所であ

ったことが確認できないこと、同社は既に解散し、事業主も他界しており、当

時の資料を得ることができない上、申立人も同社の同僚を記憶していないこと

から申立てを裏付ける証言を得ることができないことなどを理由として、既に

当委員会の決定に基づき、平成22年１月14日付け年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、「自分の別の事案で、Ａ社の同僚が見付かったので、

その同僚の証言を聴いて、再度調査をしてほしい。同じ建物内にあったＢ社と

は経営も給料支払日も同一であったので、厚生年金保険の取扱いも一緒だった

はずだ。」と主張し、再度申立てを行っている。 

しかし、今回申立人が名前を挙げたＡ社の同僚は、申立人が同社に勤務して

いたことは記憶しているものの、当該同僚自身も同社における厚生年金保険の

被保険者記録は無い上、当時の同社における厚生年金保険の取扱いについての

記憶は無いとしており、申立人の主張を裏付ける証言を得ることはできなかっ

た。 

このほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 5525 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和21年４月頃から同年12月１日まで 

               ②  昭和22年１月21日から同年３月頃まで 

                        ③  昭和22年６月30日から23年３月頃まで 

    私は、Ａ社及びＢ社にそれぞれ１年ほど勤務したと記憶しているが、厚生

年金保険の被保険者記録が両社とも１か月しかないのに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①及び②について、オンライン記録によると、申立人のＡ社におけ

る厚生年金保険被保険者記録は、昭和21年12月１日から22年１月21日までとさ

れているが、申立人は、「中学校在学中に学徒動員で終戦までＡ社で就労した

こともあり、中学校を卒業した昭和21年４月頃に同社に就職し、１年間ほど勤

務した後の22年３月頃まで働いた。被保険者記録が１か月しかないのはおかし

い。」と主張している。 

   しかし、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、元事業

主は、「申立人の勤務については、資料が無いため不明。」と証言している。 

   また、申立人はＡ社の同僚を記憶していない上、当該期間当時に同社におけ

る厚生年金保険被保険者記録が確認できる複数の同僚に照会しても、申立人が

当該期間に同社に勤務していたとする証言を得ることはできない。 

   さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間①に申立人の

名前は無く、健康保険整理番号に欠番も見当たらない上、厚生年金保険記号番

号払出簿により、申立人の被保険者記号番号は、昭和21年12月に払い出された

ことが確認できる。 

   申立期間③について、オンライン記録によると、申立人のＢ社における厚生

年金保険被保険者記録は、昭和22年５月１日から同年６月30日までとされてい



るが、申立人は、「Ｂ社には、昭和22年５月１日から23年３月頃までの１年間

ほど継続して働いた。被保険者記録が１か月しかないのはおかしい。」と主張

している。 

   しかし、当該オンライン記録の取得日及び喪失日は、Ｂ社の健康保険厚生年

金保険被保険者名簿及び申立人の厚生年金保険被保険者台帳における取得日

及び喪失日の記録と一致していることが確認できる。 

また、Ｂ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当該期間

当時の事業主及び役員は所在が明らかでなく、当該期間当時に同社における厚

生年金保険被保険者記録が確認できる同僚に照会しても、当該期間当時に申立

人が同社に勤務していたとする証言を得ることはできない。 

   さらに、申立人が名前を記憶している同僚は、オンライン記録によると、Ｂ

社における被保険者記録が確認できない。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における勤務実態及び厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


